
総務省における宇宙関係予算について

令 和 ６ 年 ２月 ６ 日
総 務 省



総務省における主な宇宙関係施策

宇宙天気予報の推進・高度化

多様なユースケースに対応するためのKa帯衛星の
制御に関する研究開発

10Gbps級の高速光通信技術の開発

総務省における主な取組

【次世代通信サービス】
• Beyond5G時代を見据えた次世代
通信技術開発・実証支援

• フルデジタル化通信衛星の実装に向
けた開発・実証支援

• 量子暗号通信の早期実現に向けた開
発・実証支援
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次期静止気象衛星（ひまわり10号)に搭載する宇宙
環境計測装置の開発

【衛星開発・利用基盤の拡充】
• 宇宙天気予報の高度化・利用拡大

革新的情報通信技術(Beyond 5G(6G))基金事業

宇宙基本計画の項目

総務省宇宙関係予算 R6予算案 108.5億円 R５補正予算 ２９０.０億円
※R５予算 96.2億円 R４補正予算 96.8億円

宇宙戦略基金の創設

【技術・産業・人材基盤の強化】
• 先端・基盤技術開発の強化
（JAXA能力強化、資金供給機能強化）



10Gbps級の高速光通信技術の研究開発～超高速先進光通信機器（HICALI）の開発～

NICT光地上局

• NICTにおいて、世界最高レベルの10Gbps級地上-衛星間光データ伝送を可能とする超高速
光通信システムを研究開発。光フィーダリンクの基礎技術を確立するため、技術試験衛星９号機
（ETS-9）により宇宙実証を目指す。

• 先進的な主要光通信デバイスについては、宇宙環境耐性・信頼性を確保するスクリーニングプロセ
スを確立し、先行した宇宙実証で国際競争力を有した市場展開を目指す。

大気ゆらぎ

技術試験衛星９号機（ETS-IX）

地上－衛星間光データ伝送
(光フィーダリンク）

10Gbps級 ユーザ回線（RF）
スクリーニング
プロセスの確立
/耐環境性評価

衛星搭載光通信機器

地上光通信デバイス

光送受信部光アンテナ部

HICALI: HIgh speed Communication with Advanced Laser Instrument

【R6予算案 300.1億円の内数／R5予算額 286.8億円の内数】
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多様なユースケースに対応するためのKa帯衛星の制御に関する研究開発

 総務省は通信系ミッションに関する研究開発を実施（文科省・ NICT・JAXAと連携）。
 これまで、衛星ビームに割り当てる周波数幅を動的に変更可能なデジタルチャネライザ技術の開発、衛星ビーム
の照射地域を動的に変更可能なデジタルビームフォーミング技術の開発を完了。

 現在、５G網等の地上網と衛星通信との円滑な接続、通信需要や天候に応じた衛星通信リソースの最適化を
実現する衛星ー地上連接技術の開発を推進。

周波数東京 大阪 青森 ・・・

帯域不足 帯域余剰

周波数東京 大阪 青森

ﾋﾞｰﾑ毎の帯域最適配置

広く

狭く

①周波数幅を柔軟に変更（デジタルチャネライザ）
【H28～R1】

②ビーム配置を柔軟に変更
（デジタルビームフォーミング） 【H29～R1】

③通信需要は天候に応じ、衛星が持つリソースを最適
に配分【R2～R6】

不要地域
への電力
照射停止

新規ユーザに
対応

被干渉局

（研究開発期間 R2年度～R6年度）

【R6予算案 72.5億円の内数／R5予算額 90.8億円の内数】
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革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業 4

• 2030年代の導入が見込まれる次世代情報通信インフラBeyond 5G（6G）について、国際競争力の強化や経済安
全保障の確保を図るため、我が国発の技術を確立し、社会実装や海外展開を目指す。

• 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の情報通信研究開発基金を活用し、Beyond 5G （6G）の重点技
術等について、民間企業や大学等による研究開発を支援する。

※電波利用料財源による予算については、電波の有効利用に資する技術の研究開発に充てる。

①社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム
我が国が強みを有する技術分野を中心として、社会実装・海外展開に向け、一定期間内に
TRL※1を一定の水準※２に到達させることを目指す研究開発

②要素技術・シーズ創出型プログラム
プロジェクトの開始時点でTRL１～３に該当する技術であって、社会実装まで一定の期間を
要し、中長期的視点で取り組む要素技術の確立や技術シーズの創出のための研究開発

③電波有効利用研究開発プログラム
電波法第103条の２第４項第３号に規定する電波の有効利用に資する技術の研究開発

※1 TRL: Technology Readiness Level（技術成熟度）
※2 ４年以内にTRLが概ね6、５年以内にTRLが概ね7など

＜事業の概要＞
Beyond 5G（6G）の実現に求められる性能・技術の確立や社会動向・国内外の情勢を
踏まえ、以下のプログラムに基づき、革新的な情報通信技術に係る研究開発を推進。

＜事業のスキーム＞

＜目指すべきBeyond 5Gネットワークの姿＞

令和６年度予算案15,939百万円（うち電波利用料財源15,000百万円）
(令和５年度当初予算 １5,000百万円（電波利用料財源）、令和５年度一次補正 19,000百万円)

【参考】『社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム』の公募
公募期間：R5.8.1～R5.8.31
公募対象：オール光ネットワーク関連技術、非地上系ネットワーク技術、セキュアな統合・仮想化

ネットワーク技術

＜公募対象の研究開発プロジェクト（非地上系ネットワーク技術）＞
①LEO/MEO衛星向け地上局用フラットパネルアンテナ技術に関する研究開発プロジェクト
地上局用フラットパネルアンテナの小型化・低価格化、Ka/Ku帯デュアルバンド対応アンテナ
等に関する技術の研究開発

②次世代大容量小型宇宙通信システムの技術に関する研究開発プロジェクト
量産化可能な次世代小型宇宙光通信ターミナルの技術開発、大容量宇宙通信ネットワー
ク実現に向けた光信号処理の基盤技術開発、次世代大容量小型宇宙光通信システムの
実証に係る研究開発



宇宙天気予報に関する取組 ～電波伝搬の観測・分析等の推進～

 太陽活動に伴う太陽からX線・太陽風等の影響により、電波伝搬の異常が発生。電波を用いた通信・放送シス
テム等への障害に対する懸念が増大。

 NICTでは、通信・放送システム等の安定的な運用を確保するために、24時間365日の有人運用体制により、
電波伝搬を間断なく観測・分析し、伝搬異常の発生の把握や予測を行い、関係する無線局免許人に予報や
警報を送信（宇宙天気予報）。

NICTが提供している宇宙天気予報

太陽・太陽風：宇宙天気現象の源。有害な電磁波や
高エネルギー粒子・コロナガスを噴出

地磁気：高エネルギー粒子・太陽風から守るバリア。磁気圏を形成
大気：有害な電磁波から守るバリア。電離圏を生成
宇宙天気：宇宙及び地上の技術システムや人体に影響を及ぼす

太陽・太陽風・磁気圏・電離圏・超高層大気の状況

【R6予算案 15.0億円の内数／R5予算額 15.0億円の内数】
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次期静止気象衛星（ひまわり10号)に搭載する宇宙環境計測装置の開発

 太陽フレア等による我が国への影響を高精度に予測・分析するためには、我が国上空の衛星において宇宙環
境の変動を観測可能とする新たな技術の開発が必要。

 このため、次期静止気象衛星への搭載可能とする宇宙環境計測装置を開発し（気象庁と連携）、電波伝
搬の観測・分析の高精度化に寄与。

（計画年度 R6～R11年度）

衛星に搭載した宇宙環境計測装置に
より、静止軌道から
日本上空の宇宙環境の変動を観測

太陽フレア由来の高
エネルギー粒子等宇宙環境は衛星の開発・運用

や地上での通信・放送、衛星
測位にも大きく影響

 衛星の運用、通信・放送、衛星測位等の安定的な利用
 宇宙空間の安定的利用の確保

日本を常時監視するために最も適した宇宙空間での宇宙環境観測データを常時取得・解析することで、
太陽活動、磁気圏、電離圏の状況に関する宇宙天気予報の精度を向上

【R6予算案 4.0億円】
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宇宙戦略基金の創設
『宇宙基本計画』（令和５年６月13日 閣議決定）
（５）宇宙開発の中核機関たるJAXA の役割・機能の強化
宇宙技術戦略に従って、世界に遅滞することなく開発を着実に実施していくため、我が国の中核宇宙開発機関であるJAXAの先端・基盤技術開発能力を
拡充・強化するとともに、プロジェクトリスク軽減のため、プロジェクトに着手する前に技術成熟度を引き上げる技術開発（フロントローディング）も強化する。
（中略）さらに、欧米の宇宙開発機関が、シーズ研究を担う大学や民間事業者、また、商業化を図る民間事業者の技術開発に向けて、資金供給機能
を有していることを踏まえ、JAXAの戦略的かつ弾力的な資金供給機能を強化する。これにより、JAXAを、産学官・国内外における技術開発・実証、人材、
技術情報等における結節点として活用し、産学官の日本の総力を結集することで、宇宙技術戦略に従って、商業化支援、フロンティア開拓、先端・基盤
技術開発などの強化に取り組む。
『デフレ完全脱却のための総合経済対策』（令和５年11月2日 閣議決定）
宇宙や海洋は、フロンティアとして市場の拡大が期待されるとともに、安全保障上も重要な領域である。「宇宙基本計画」に基づき新たに宇宙技術戦略を
策定するなど、宇宙政策を戦略的に強化するとともに、「海洋基本計画」に基づき新たに海洋開発重点戦略を策定し、取組を進める。
宇宙については、民間企業・大学等による複数年度にわたる宇宙分野の先端技術開発や技術実証、商業化を支援するため、宇宙航空研究開発機構
（JAXA）に10年間の「宇宙戦略基金」を設置し、そのために必要な関連法案を早期に国会に提出する。本基金について、まずは当面の事業開始に
必要な経費を措置しつつ、速やかに、総額１兆円規模の支援を行うことを目指す。その際、防衛省等の宇宙分野における取組と連携し、政府全体として
適切な支援とする。

【背景】
人類の活動領域の拡大や宇宙空間からの地球の諸課題の解決が本格
的に進展し、経済・社会の変革（スペース・トランスフォーメーション）
がもたらされつつある。
多くの国が宇宙開発を強力に推進するなど、国際的な宇宙開発競争が
激化する中、革新的な変化をもたらす技術進歩が急速に進展しており、
我が国の技術力の革新と底上げが急務となっている。

【スキーム（イメージ）】

民間企業・大学・国研等

内閣府・総務省・文科省・経産省

宇宙航空研究開発機構

委託・補助金交付

基金造成

【目的・概要】
我が国の中核的宇宙開発機関であるJAXAの役割・機能を強化し、ス
ペース・トランスフォーメーションの加速を実現する。
このため、民間企業・大学等が複数年度にわたる予見可能性を持って
研究開発に取り組めるよう、新たな基金を創設し、産学官の結節点と
してのJAXAの戦略的かつ弾力的な資金供給機能を強化する。

令和５年度補正予算： 3,000億円
（総務省 240億円、文部科学省 1,500億円、経済産業省 1,260億円）
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